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国際貿易は，それぞれの国の産業の比較優位 ・劣位によって構成される。

そして比較優位産業の拡大，劣位産業の縮小が必然的に働く。そ乙で国際流

通の接点である港湾も必然的i乙乙れらの構成分子として位置づけられる。

我が国の比較優位構造は， その自然的条件ゆえ海外に資源を依存する加工

貿易を比較優位構造としている。そのため， 資源の最適分配を可能とする位

置K港湾は立地する。その立地の第一条件として 海上輸送の安定確保が必

要である。 1955年lζはじまる高度成長政策による重化学工業の推進によって，

工業と港湾は， 一層構成関係を深め，基幹産業の臨海性を推進した。特に，

重化学コンビナートは，港湾の生産機能化を促進し， 鉄鋼港湾，石油港湾等

の工業港湾の発展をもたらした。

また，乙れらの基幹産業を軸として，生産活動をする加工組立産業，特lζ，

自動車産業は，生産高の 50%以上を海外市場K依存し，大量一括輸送の効

果をもとに専用船による輸送方式を推進し，臨海地域l乙生産機能をもった積
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出専用埠頭の立地を機能化した。

ζのような産業と港湾の機能的一体化は 我が国の貿易が自然的条件から

海上輸送に依存する乙とからである。乙れは，我が国の外国貿易構造の優位

性を示すものとして，海上輸送の効果を最大発揮したものであるといえよう。

ζの優位構造に支えられた我が国の外国貿易構造は，今や欧米先進工業国と

の競合商品の大量輸送のもたらす貿易不均衡は，大量失業という社会問題を

引きお乙し，深刻な貿易摩擦にまで発展している。そして，我が国の貿易の

あり方の本質がとわれているのが現状である。乙の解決は，自由貿易を堅持

し，マクロ的対応をもって世界経済の均衡ある発展を求める我が国の責務で

ある。

また，乙のような対応は産業構造は勿論，その構成分子である港湾そのも

のも変革的対応を求められる乙とはいうまでもない。乙のような乙とを念頭

lとして，今後の港湾というもののすがたを求めるには，世界の貿易構造がど

のようになっていくかを知らなければならない。

1 .産業構造の現状と港湾

我が国の外国貿易構造は，その自然的条件lとより資源に乏しいため，原料

を海外から輸入し，製品化して輸出する垂直貿易構造である。 ζのような我

が国の貿易構造を他の先進工業国と比較してみると，まず輸出構成において

は，表・ 1から我が国の工業製品は96.6%であり，他の先進工業国に比較し

表・ 1 主要先進国工業国の品目別輸出・人権成（ 1981年）
（単位： 箔）

日 本アメ リ カ 西ドイ 7 イギリス ブフンス
給出 ・輸入 給仕i・輸入 給出 ・愉入 輸出 ・紛入 輸出・給入

食 料 1.1 I 1.3 I 4. 7 7.4 5.4 I 1.0 7.2 I 3.0 I 6.4 9.5 
房、 料｝ 1.4 I 4.8 
燃 料 51.6 I 4. 7 3 1.6 6・6 2 4.5 2 1.6 I 4.3 8・7 29.0 

工 業製品 96.6 21.6 68.4 55.0 86.0 54.8 68.9 63.4 74.6 55.4 

化学拠品 4.4 4 4 I 0.2 3.6 I 2.5 7.5 j 1.0 7.1 I 2.0 8.6 

機械輸送m機岩井 61. 7 6.3 41.5 26.7 4 4.9 I 9.8 3 3.1 2 6.5 3 3.2 2 2.1 
（来）fl*) 12.1 0.2 1.8 7.0 7.8 2.4 1.8 4.4 5.5 2.8 
そのi也裂 J 3 0.5 j 0. 9 16.7 24.7 28.6 27.5 24.8 29.8 29.4 24.7 
（繊副［ 品 ） 4.2 2.5 2.2 4.1 4.6 7. 7 4.0 6.3 5.0 4.9 

（鉄 鋼 ） I 1.0 0.8 1.3 4.5 5.9 3.3 2.4 2.2 6.3 3.3 

そ の 他 0.9 0. 7 2.2 1.8 2.0 2.0 2.3 1.4 0.3 0.1 

（注） 比率は、対ドル
出所：日本銀行調査統計局「日本経済を中心とする国際比較統計J第20号1983年11'.よる。
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て西ドイツの86.0%，アメ リカの68.4%よりも高く，食料品，原燃料におい

ては， 1.1%' 1.4%と，西ドイツの5.4%'6.6%，アメ リカの14.7%'

14.7%よりも低く，対象的である。また，輸入においては，輸出とは反対に

燃料51.6%，原料14.8%，食料11.3%，工業製品 21.6%と，西 ドイツの

11.0%' 7.7%' 24.5%' 54.8%，アメリカの7.4%,4.9%, 31.6%, 55.0 

%と比較して我が国は，他の先進工業国より食料品，原燃料lと高く，工業製

品に低い構造を示している。乙れは，我が国の貿易構造が，原料輸入，製品

輸出の垂直貿易構造であり 一方他の先進工業国は，産業内分業による相互

補完関係による製品移動を基本とする水平分業構造である乙とを示している。

乙のような我が国と欧米先進国とは貿易構造の体質的相違は，我が国の製品

輸出lと基づく競合商品の貿易摩擦を発生させ，相互の貿易収支の不均衡はも

とより，当該諸国の競合企業の敗退による失業の増大は，社会的，政治的問

題を誘発させ，国際問題を号｜き起し，保護貿易への逆行をも，うながしている。

と乙ろで，我が国のとのような外国貿易構造の進展をかえりみると，国際

環境は，西欧先進工業国とは異なり，歴史的にも，特に明治維新以来近代国

家建設は，欧米先進国へのキャッチアップであった。ついに1955年にはじま

る高度成長政策によって，設備投資による産業経済の拡大に成功し，世界の

トップレベルにまで到達し，先進工業国たる地位を築き上げた。乙のような

歴史的発展過程は，特lζ西欧先進国にみる，隣接する国際環境ではなく，必

然的に独自の圏内的需給の分業体制が進んだものと思われる。これは，我が

国が資源、小国であるため，技術立国たる乙とは，必然的である。そのため近

代国家成立期の初期の外国貿易においても，輸出構造は，生糸，茶，漆器等，

第一次産業の加工生産物である乙とから，すでに現在の工業化への契機を備

えていたという乙とがいえる。

乙のような外国貿易構造は 表・ 2から地域内の輸出構造をみれば，我が

国が，先進工業国とは46.4%，発展途上国とは46.2%であるのに対し，西ド

イツの72.2%'23.3%，アメリカの52.4%'44.1%と先進工業国に高く，発

展途上国に低いのに対し，我が国は反対の構造を有している。また，輸入に

おいても我が国が先進工業国lζ低く，発展途上国に高いのに対し， 他の先進
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表・ 2 主要先進工業国の国分輸出・入構成（ 1981年）

（単位：%〕

日本 アメ リカ 西ドイツ イギリス｜フランス
輸出 ・輸入 輸出・輸入 輸出 ・輸入 輸出・輸入輸出・輸入

先進工業国 4 6.4 3 4.6 55.5 52.4 7 1. 7 7 2. 2 68.3 75.6 6 2.1 6 4. 9 
北 米 27.9 20.8 1 6. 9 1 7.1 7.2 8.6 1 3.8 1 4.4 5.9 8.9 
西 欧 14.7 8.0 2 6. 6 1 9.4 6 2.5 5 9.6 5 0. 9 5 6.1 5 4. 7 5 3.1 
日 本 9. 3 1 4. 6 1. 2 3.5 1. 4 3.5 1. 0 2.3 
その他 3.8 5.8 2.7 1. 3 0.8 0.5 2.2 1. 6 0.5 0.6 
発展途上国 46.2 61.9 4 0. 6 4 4.1 2 4.2 2 3.3 2 9.4 2 1. 8 29.9 30.4 
:f iilh輸出医ii 1 5.1 3 9. 7 8. 9 1 8. 5 8.7 10.5 1 1. 8 7.6 9. 9 18.2 

非産油国 3 1.1 2 2. 2 3 1. 7 2 5. 6 15.5 12.8 1 8. 0 1 4. 2 20.0 12.2 
共産圏 2.8 1. 7 1. 6 0.3 0.8 3.8 0.5 1.8 3.3 3.6 
その他 4.6 1.8 2.3 3.3 0. 7 0.8 4.7 1.1 

出所：表・ lk同じ。

工業国においては，反対の傾向を示している。 ζのζとからしても，我が固

と欧米先進工業国とは貿易構造の相違をうかがう乙とができる。

次lζ資源輸入国としての我が国の現況を表・ 3からみると，アメリカ，オー

ストラリア，サウディ・アラビア，インドネシア，カナダ等の資源大国への

依存は高く，特にオーストラリア，カナタ，中近東産油国との貿易収支は一

貫して赤字を示している。特K，食料品類のアメ リカ依存は高く，小麦

58.0%，とうもろ乙し80.1%，大豆95.8%は顕著である。鉄鋼石，石炭の製

鉄源料は，オース 卜ラリアに40.7%'37.4 %と依存は高く，石油，液化ガス

は中東産油国，インドネシアに依存は高い乙とから，我が国の資源輸入の集

中度を知る乙とができる。さらに表・ 4から主要輸出・入商品の状況をみる

と貿易摩擦の焦点となっている鉄鋼，自動車， VTR等の主要商品の我が

国の輸出依存率は，32.4%、54.7% （乗用自動車）' 81.1%を占めている。

乙の中でも VTRのごときは我が国独自の開発商品として，輸出依存率

の高い代表的なものである。また，輸入においても，原油の100.0%，小麦

88.5%，とうもろ乙し100.0%，大豆95.0%，鉄鉱石99.3%，綿花100.0%'

羊毛100.0%等資源の輸入依存率の高さを示している。このような商品構成

からしても容易に我が国の貿易構造をみるととができる。乙のような我が国

の現状から，おのずと我が国が世界の工業地帯としての位置づけが示されて
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表・ 3 我が国の主要資源輸入 集 中度 ( 1982年）
（単位 ：箔）

田ロ 目 位 2 位 3 位

麦アメ リカ（58. 0）力 ナ ダ（25. 5) オーストフリ 7 (I 6.5) 

とうもろEしアメリカ（80. I) 南771）カ共如国（I8. O）タ イ（ I. 7) 

羊 毛オーストラリア（67. 7) ニュージランド（I4. 5) 7 ）レセ’ンチン（ 3. 4) 

綿 iE ア メ リカ （44. 3）ソ 述（I2. 6) オース トラリア（ 9. 9) 

鉄鋼石 オース トラリア （40. 7) プフジ Jレ（23. 8）イ ン ド（I2. I) 

大 旦アメリカ（95. 8）中 国（ 3. I) カ ナ ダ（I3. I) 

木 材 アメリカ（30. 2) マレイシア（29. 2) インドネシア（10. I) 

石 炭 オーストラリ 7 (3 7. 4) アメ リカ（36. 9) カ ナ ダ（ I3. I) 

石 油 サウテ’イ7フピア （39. 0) インドネシ ア （I5. 9) アラブ首長国連邦（I4. 0) 
液化ガス インドネシア（32. 2) サウディアラピア （2I. 2) プルネイ（I8. 3〕

出所 ： 通商白曾（ 1983年版） ICよる。

表.4 我が国の主要商品の輸出・入比率（1982年）
（単位：必）

輸 出 輸 入

合成繊維織物 63.8 麦 88.5 

車市 織 物 17.8 とう もろ乙し 100.0

セ メ ン ト 14.1 大 旦 95.0 

陶 磁 器 26.3 砂 糖 7 4.4 

タイヤ ・チューブ 80.1 *:n 花 100.0

鉄 鋼 32.4 羊 毛 100.0

電子式卓上計算機 76.9 鉄 鉱 石 99.3 

工作 機 械 31.6 銅 鉱 石 95.3 

テレビ受像機 61.6 原， 油 99.8 

半導体素子 17.2 天 然 コ ム 100.0

v T R 81.1 木 材 63.5 IP) 

乗用自動車 54.7 ノf Jレ プ 17.0 

卜 7 ツ ク 28.4 原 料 炭 92.4 

二 輪自動車 50.4 液 化 石油ガス 60.5 

カ メ フ 76.1 集 積 回 路 16.4 

時 E十 87.3 アノレミニウム地金 78.8 

（注） 1.(輸出比率算出基準）
I 1 l原則として輸出／生産（数量）である。
陶磁器は輸出金額／生産金額
(2）鉄鋼は粗鋼換算
2.（輸入比率算出基準）
I 1 l原則として輸入量／（輸入量十生産量）である。
IP）は暫定値銅鉱lζは海外組銅の輸入分含む。

出所：通商白書 (1983年版）による。

上位3か国
のシュ 7

I 0 0. 0 

9 9.8 

8 5. 6 

6 6.8 

7 6. 6 

8 7. 4 

6 9. 5 

8 7. 4 

6 8. 9 

7 I. 7 
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いる。

以上のように我が国は，垂直貿易構造によって比較優位が拡大され，構造

づけられている。乙のような優位構造は，一般的に欧米先進工業国にみられ

る資源立地としての産業構造ではなく，資源輸送の臨海立地の産業構造から

できている。というのは，我が国の資源の海外依存は，船舶による海上輸送

を主体とする工業立地であるため，必然的lζ海陸の接点である港湾との関係

から輸送経費が生産性に与える影響によって産業立地は位置づけられる乙と

から，産業は，港湾を基準として，臨海性，内陸性産業lζ大別する乙とがで

きる。従って，鉄鋼，石油精製，石油化学等の単位lζ占める輸送経費の加重

産業は，臨海立地する乙どになる。また製品の海運依存度においても同様で

ある。

乙のような我が国の産業の港湾との現状は，国際化への進展と，世界経済

のめまぐるしい変化のなかで，我が国の産業の国際競争力の変化とともに

産業の比較優位構造は変化するであろうし，比較優位構造は，世界経済の均

衡ある中成長時代を迎え，先進工業国はもとより ，発展途上国との技術援助，

直接投資，経済協力等lとよる国際協調によって，我が国の産業は， ζのよう

な国際化現象との均衡の上に発展していく ζとであろう。

注（1）小宮降太郎，天野明弘「国際経済学一現代経済学8J p 62 

(2）経済企画庁総合計画局「2000年の日本」一世界経済，多極安定への道標

Pl53 （我が国の地域別貿易収支表）

2.産業の国際化への進展と港湾

国際分業の進展lとともなって，産業が国際化されるなかで， 国際環境の変

化とともに，比較劣位化産業の優位産業への転換がなされる。すでに表・ 2

でみたように，製品輸入が一段と増加し，欧米なみの60%台になるのも間近

いであろう。というのは，大部分の製品が国産品でまかなわれている我が国

の経済社会が続くならば，貿易摩擦は，増々激しくなり，保護貿易化の傾向

は強くなり，我が国は，自由貿易市場から追放されかねなし、からである。自
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由貿易は，我が国の経済的体質から生命の源泉であり，我々の身の廻りのも

のは，どく一部のものを除いて原料，製品は別として海外K依存している。

ζれは，港湾を通過してきたものは、かりであり，我が国の経済のあり方は，

港湾の機能的特性そのものである。乙のような乙とから臨海性立地として最

も代表的な，鉄鋼，石油関連等の産業と下流の加工組立産業をめぐって港湾

の動向についてふれてみたい。

①鉄鋼業

我が国の輸入に占める海上貨物の約66%までが製鉄，石油関連企業の原料

である鉄鉱石，石炭，原油で占められ，港湾は，乙れら企業の生産機能lζ占

める位置は大きい。鉄鋼業においては，表・ 5Iζ示すように生産高の32%を

表・ 5 世界の鋼材輸出の推移
（単位 ：鋼材ベース 100万t,( )%) 

年 世 界 日 本 EC(l〔ゆ国） 中進製鉄 そ の 他
( 10か国） （共産圏を含む）

1979 110.9 (100.0) 30.7 (27.7) 31.2 (28.1) 18.8 (1 7.0) 30.2 (36.7) 

1980 107.3( II ) 29.7 (27.7) 28.4 (26.5) 19.l (1 7.8) 30.l (28.1) 

1981 110.5 ( II ) 28.5 (25.8) 32.3 (29.2) 20.5 (18.6) 29.2 (26.4) 

1982 107.3( II ) 28.7 (26.7) 27.3 (25.4) 22.7 (21.2) 28.6 (26.7) 

（注） EC 10か国は第三国向けのみ
（資料）鉄鋼年鑑（ 1984年版）による。

輸出し，輸出貿易に占める位置は約19%と，自動車lζ次ぎ第2位を占めてい

る。乙れをとりまく国際環境は，自動車， VTR等の電気製品とならん

で，対米・ ECの貿易摩擦の対象となっている。また， 表 ・5が示すよう

に，最近特に工業化の進展の目覚しい中進国の追上げは激しく，世界鋼材貿

易の21.2%を占め拡大の傾向にある。一方我が国の鉄鋼製品の輸入は，湾Ir増

傾向にあり，韓国，台湾，ブラジノレ，オーストラリアの鉄鋼中進国，中国か

ら1982年度は約200万トン，そのうち韓国138万トン（68.4%），台湾37万ト

ンと，アジア中進国の発展は目覚しし、。乙のような国際情勢のなかで，我が

国の今後の鉄鋼業lと対する一般的予想としては，貿易摩擦，鉄鋼中進国の目



54 国際化の中の産業の発展と港湾

表.6 主要先進国の一次エネルギー需要状況（ 1980年）

（単位： 必）

国体燃料
石油 ・ 石油

ガス 原子力
水力・ 輸入

N G L 製品 地熱 電力

アメリカ 2 2. 4 4 2. 6 0.8 2 6. 6 3.6 3.9 0. 1 

日 本 1 7. 9 6 0. 5 4. 3 5.9 5.4 6. 2 

西ドイツ 3 0. 7 3 8. 0 9.9 1 5. 9 3. 7 1. 6 。
イギリス 3 4. 6 4 3. 3 2 0. 4 4.4 0.6 

フランス 1 8. 0 5 8. 6 1 1.1 7. 3 8.4 0. 1 

出所：石油年鑑（ 1983年版）による。

表・ 7 主要石油製品の内需の推移

D 名 1 9 6 6年度 1 9 7 9年度 1 9 8 1年度ロロ

揮 発 油 1 0 0 1 2 0 1 1 7 

自動車 1 0 0 1 1 3 1 1 7 

その他l 1 0 0 9 1 8 2 
ナ フ サ 1 0 0 9 2 6 4 

石油化学用 I 0 0 1 0 4 7 4 

ガス・肥料用 1 0 0 7 5 5 0 

燃料用 1 0 0 5 0 2 5 

ジェット燃料用 1 0 0 1 3 3 1 2 9 

n 油 I 0 0 1 2 4 1 1 8 

軽 油 I 0 0 1 2 9 1 4 1 

A 重 油 I 0 0 1 1 0 5 0 

B 重 油 1 0 0 7 8 4 4 

c 重 油 I 0 0 9 9 7 3 
電力用 I 0 0 1 0 5 9 0 
その 他 1 0 0 96 5 9 

石油ガス I 0 0 1 1 8 1 3 6 

（注） 1976年度を基準時点とした製品の推移。
出所：化学工業年鑑（ 1983年版）による。
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覚しい躍進と世界の鉄鋼需要の低迷のなかで，我が国の鉄鋼業は，発展途上

国での新市場開拓を求めながら，積極的な新鋭設備への更新，大量生産方式

の維持，新時代の要求lζ応じた素材開発等多様な需要に応じつつ，世界にお

けるトップクラスの位置は保持されていくものと見なされている。

乙のようなζとから鉄鋼業と港湾との依存関係は，資源輸出国の工業化lと

ともなって，原料オンリーの輸入から製品（中間材）への移行となっても，

鉄鋼業そのものの特性から輸送コストの製品に占める位置は高く，依然とし

て，臨海立地は変わる乙となく，水平貿易の進展にともなって製品輸入港湾

としての位置は拡大するであろう。

② 石油関連企業（石油精製，石油化学，電力）

我が国の輸入海上輸送貨物lζ占める原油 ・石油製品比率は，約42%である。

ζれからしても，石油精製，石油化学，電力等の石油関連企業は，港湾とい

かに深い関係をもっているかを知る乙とができる。

高度経済成長期におけるエネノレギー需要の増大lζ対応し，従来の石炭から

海外石油資源依存の転換が行なわれ，エネルギーの中心は，海外原油を基盤

とする石油精製業，重油火力発電となり，太平洋岸の臨海工業地帯lζ立地し

た。乙れにともなって，化学工業用原料においても石油化学が主流となり，

エチレンセンターを軸に石油化学コンビナートが太平洋岸に立地した。しか

し，二度にわたる石油危機は，我が国のエネノレギー消費構造を大きく変化さ

せた。 1975年から1980年の 5年聞に原子力は3.5%，天然ガスは3.3%上昇

し，石油は7%低下した。 1980年の一次エネノレギーの消費構造は，表・ 6Iと

示すどとく，原子力lζ4%，水力 ・地熱6.2%，ガス5.9%，石油17.9%'

原油・ NGL60.5%，石油製品4.3%と石油依存が低くなったといっても，

まだ65.5%と，他の主要先進国のなかで最も高い。さらに，表・ 7から我が国

の石油製品の需要状況をみれば，石油化学，電力の石油需要は逓減傾向にあ

り，自動車，航空機の需要は逓増傾向にある。乙のように石油製品への内需

の推移をみても，「脱石油」への傾向が顕著である乙とを示している。また，

世界の海上貨物の推移をみても（表・ 8），石油，石油製品は逓減傾向にあ



56 国際化の中の産業の発展と港湾

表・ 8 世界主要海上貨物の推移
（単位：第）

年 原油 石油 鉄鉱石 石炭 穀物 その他
製品

1973 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

1976 104.1 9 4.9 9 8.7 1 2 2.1 105.0 11 4.4 
1979 11 2.6 101. 8 109. 7 152.9 I 3 0. 9 135.1 

1982 7 6.5 9 5.6 9 1. 3 194.2 145.3 I 3 2.9 

（注） ( 1) 1973年を基準とした貨物の推移の比率
(2）穀物は小麦、とうもろ乙し、大麦、オート麦、
ライ卜麦、ソーカ。ム、大豆の合計

出所：鉄鋼年鑑（ 1984年版）による。

るが，石炭は1973年から1982年までに約2倍に増加している。乙れは石炭の

代替エネノレギー化が進んでいる乙とを示すものである。さらにエネルギーの

多様化にともなって，LNGの利用が進められている。特lζ，我が国では，

石炭，石油等を主原料として発展してきた都市ガス事業に，将来の有力なエ

ネノレギー源と して，クリーンエネノレギーとして登場し，ガス化効率，相対的

供給の安定性の確保から， 利用され，現状では，電力， ガスを主体として利

用が進められ，鉄鋼においても若干利用されている。さらに将来の有望なエ

ネJレギーとして超低温倉庫，冷熱発電等利用の拡大が期待されている。我が国

のLNGの輸入状況は表 ・9IL:示すように， 1976年から1980年までの 5年聞

に約3倍に増加した。また，石炭， LNG等の石油代替エネノレギーの輸入，

表 ・9 我が国の LN G輸入状況
（単位 ：千トン）

示ど 1 9 7 6 I 9 7 7 1 9 7 8 1 9 7 9 1 9 8 0 

アラスカ 9 3 4 I 0 1 3 9 5 8 9 5 8 8 7 2 
ブ Jレネイ 4 9 6 9 5 2 6 2 5, 2 9 7 5 5 4 3 5 4 1 8 
アブダビ 7 0 6 1, 1 8 5 1 4 6 2 2 0 0 0 

インドネシア 1 2 6 6 4 2 4 5 6 8 9 5 8 6 7 4 
メE泊コ、 言十 5 3 0 3 8 2 4 7 1 I 6 8 5 1 4 8 5 8 1 6 9 6 4 

出所 ：石油年鑑（ 1982年版）による。
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乙れらを燃料とする発電所の立地，石油備蓄等に必要な港湾の基本施設を民

間資金を導入して整備するエネノレギー港湾制度が1980年度に創設され， 1986

年度には， 6港 で実施され，エネノレギーの安全確保が進められている。今

後のエネルギー多様化にともなう総合安全確保対策は，市場経済における根

本的価格の均衡が必要になってくる。乙れには当然政府の市場操作を必要と

するものではなかろうか。

乙のような我が国の「脱石油J傾向は，原油処理量の減少に加えガソリン

得率の向上，シンヵーポーノレ，サウジアラビヤ，クウェート，パーレン等から

の安価な輸入ナフサへの依存（表・ 10）は，産油国等の石油化学プロジ z

クトの稼動lとともないて一層増加するであろう。乙のような我が国の石油事

表・叩 エチレン用ナフサ輸入状況
（単位：千キロットJ九%〕

エチレン周 輸入依
国別輸入比率

年
ナフサ消費量 存度 シンガサウディ クウエートその｛也 5十ポーノレアラビア

1 9 7 8 2 3 5 8 4 3 9. 9 4 0. 3 1 5. 1 9.4 1 6. 1 1 0 0 

1 9 7 9 2 3 1 5 4 4 1. 2 3 3. 3 1 3. 8 1 0. 8 1 2. 8 1 0 0 

1 9 8 0 1 9 9 0 9 3 6. 2 2 4. 0 2 1. 0 1 3. 2 2 0. 0 1 0 0 

1 9 8 1 1 7 4 7 9 4 6. 7 3 3. 3 3 2. 2 7. 2 1 6. 3 1 0 0 

石油化学用／エチレン用
（注） 輸入依存度はナフサ輸入量／ナフサ消費量
出所：化学工業年鑑（ 1982年版）Iζよる。

情は，世界ーの原油輸入国から，石油製品輸入国に脱皮する ζとを示すもの

となろう。乙れに対応して我が国の港湾は，原料輸入港湾から製品輸入港湾

へと整備が進められるであろう。

乙れにともなって，我が国の石油化学の将来は，汎用量産品の需要停滞lζ

対し，エンジニアリング，プラステック，医薬品等の高付加価値への構造変

革をせまられる。そして，加工組立産業のニーズに的確な製品開発，技術開

発によって国際分業が進展していくであろう。

注（1）エネルギー港湾の整備ー運輸白書（ 1983年版）
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苫小牧港（石炭，火力発電，石油備蓄関連）

能代港（石炭，火力発電関連）

新潟港（LNG基地関連）

相馬港（石炭，火力発電関連）

三隅港（石炭，火力発電関連）

青方港（石油備蓄関連）

③加工組立産業をめぐって

加工組立産業は，基礎素材産業の高度な技術に支えられている乙とはいう

までもない。

我が国の加工組立産業の動向であるが，自動車は， 1970年代の後半K，鉄

鋼を追抜き，輸出商品の トップに位置している。世界経済の同時不況，貿易

摩擦等による輸出数量規制によって， 1981年以降低調である。今後の自動車

産業の動向をみても，圏内的には普及率の限界，発展途上国に需要の拡大を

求めるものの1970年代に比較して，延び率は鈍化の傾向となるであろう。

乙のような自動車産業と港湾との関係であるが特に集積の高い愛知県を

中心とする東海地域，神奈川県を中心とする関東地域の2地域諸港から輸出

される輸送機械（主として自動車）の輸出は，全国の76.9% (1982年）を占

めている。特lζ伊勢湾を中心とする東海地域諸港37.5%と全国で最も集積が

高い。積出港別でみると名古屋港が全体の27.0%でトップ，続いて横浜港が

24.9%を占めている。また，専用船lとよる一括大量輸送が行なわれ，例えば，

名古屋港におけるト ヨタ名港センターのどときは， 整備工場， モータープー

ノレ，専用埠頭を備え港湾が生産機能として構成されている。

とのような自動車をとりまく内外情勢のなかで 積極的な技術開発と多様

化するニーズの対応及び適切な海外展開によって市場開拓が進められていく

なかで，先進工業国との貿易摩擦の解決，経済の活性化の推進といった対外

対策lとともなって，現地生産，技術協力等の推進lとより，完成車の輸出は延

びなやみの傾向にあり，特l乙発展途上国lとおいては，今後KDの輸出は増加

する乙とであろう。
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乙のような情勢のなかで，我が国の総輸出額K占める機械・輸出用機器は

61.7% （表 ・1）で他を圧倒している。乙のように我が国の輸出は，加工組

立産業によって支えられているという乙とがし、えよう。

以上のように，我が国の1970年代から1980年代の輸出の流れは，鉄鋼から

自動車という大型商品によって支えられてきたが1980年代に入って自動車は

貿易摩擦により伸びなやみの傾向にある。しかし， 1980年代の我が国の輸出

を支えるのは，やはり，国際的技術水準からして，加工組立産業が中心であ

ろう。しかし，それは，従来のような大型商品ではなく， VTR，事務用機

器，産業用ロボット等のエレクト ロニクス関連，プラント輸出が中心となる

であろう。また，輸出市場においても，アジア中進国をはじめとする東南ア

ジアの発展は大きく，オース トラリ ア，中近東，ラテン・アメ リカ， 中国が

続き，欧米先進地域への延びは鈍化するであろう。乙のような加工組立産業

の発展は，欧米先進工業国が求めていると ζろ共通するものであるため，乙

れをめぐる今後の先進国聞の競争は激化し， 貿易摩擦は一段と深刻さを増す

可能性を含んでいる。乙のような競合をさけるため，我が国の得意とする技

術分野，例えば，小型化，省エネルギー化等における産業内分業による水平

貿易の促進，先端技術についての技術提携が一段と進められていくなかで，

また加工組立産業は，特l乙，韓国，シンガポーノレ， 台湾というアジア中進国

の工業化の発展とともに水平分業は進展する ζとであろうし，さらに，中国

との水平分業も進められる乙とであろう。 ζのような乙とから水平分業の進

展lとともなって，我が国の輸入構造は，製品輸入が一段と進み欧米なみの輸

入構造になるのは間近いとのであろう。乙れにともなって港湾も原料輸入港

湾から製品輸入港湾へと整備が進められていく 乙とは当然であろうし，海上

輸送形態そのものも，コンテナ輸送の増加，または新輸送型体の誕生等によっ

て，港湾は，輸送の多様化時代を迎える ζととなるであろう。

3.水平貿易の進展とコンテナ輸送

国際貿易の拡大と進展，海上輸送の革新のなかで，比較的近代化がおく
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れていた港湾流通大系K改新をもたらしたのが 海陸一貫復合輸送大系にお

けるコンテナ輸送の確立である。乙れは，また従来の各国の貿易形態，商慣

習を考慮した在来定期配船にみられる日本における月末集中，米国における

週末・休日回避策を考慮した月末，または月央出帆lととだわらず，定期間隔

運航により配船数を増加するスケーノレメリット効果を求めるようになった。

乙のような輸送大系は，従来iζ増して規模の大型化にともなって，資本の共

同運営がなされるようになり，コンテナ船の共同運航または，共同企業体と

同じように，港湾においてもコンテナ・ターミナノレの共同運営がなされるよ

うκなった。そして乙のコンテナ輸送大系の確立は，また国際間の運送法令，

通関手続等制度的障害の阻害要因の改善に大きく貢献し F 国際物流lζ変革を

もたらし，港湾へのソフト化にも貢献すると乙ろは大きい。というのは，コ

ンテナ輸送は，荷主の工場または倉庫から直接コンテナlζ詰められコンテナ

船の接岸するコンテナ・ターミナjレまたはコンテナ 1個に満たない小口貨物

は，内陸デポまたはコンテナ・ターミナJレ等で他の貨物と混戦されるため，

貨物輸送が整然と流れ，在来船のような港湾における雑然とした荷役はなく，

また荷役による事故防止にも貢献すると乙ろが大きい。

乙のような海陸一貫輸送大系の確立は， 一括大量輸送方式の確立でもあり，

新時代にそくした「安く，速く，安全」という商業輸送を満した輸送形態で

ある。乙の輸送方式は， j特iζ製品輸送lと最適で，比較優位lζ基づく，産業内

分業の進展による国際間の貨物を促進し 自由貿易による世界経済の拡大に

期待すると乙ろは大きい。

ζのように，世界貿易の水平貿易構造への進展のもたらすコンテナ輸送需

要の拡大傾向のなかで，世界のコンテナ輸送は，表・ 11にみるように， 着実

に進められている。特に世界経済の同時不況は，先進国間貿易においては，

運輸体系の合理化，運輸コストの圧縮等による経済的効果の追求は，コンテ

ナ輸送の促進を一層はかつている。今や先進国間航路のコンテナ化は成熟期

iζ達するとともに，南北航路のコンテナ化の進展も順調で，全体の43%(1983

年末現在） Iζ達している。

では世界の乙のようなコンテナ事情のもとで我が国のコンテナ事情はどの
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ような状況にあるであろうか。表・ 12は，我が国の主要港湾のコンテナ化の

状況を示したものである。乙の表からいえる乙とは，欧米先進国，オースト

ラリア，ニュージランド，特に最近工業化の目覚 しいアジア中進国とのコン

表・ 11 世界のフルコンテナ船

新造量及び推移

年 隻 G T TEU  

1 9 7 1 4 4 870773 4 0 8 1 4 

I 9 7 2 68 2, 0 0 8, 9 9 6 8 2, 7 2 7 

1 9 7 3 4 9 1, 4 5 3, 8 9 4 6 4, 5 9 0 

1 9 7 4 2 9 5 0 0, 9 4 8 2 2 5 2 9 

1 9 7 5 2 4 4 3 0, 0 9 0 2 4 I 2 7 

I 9 7 6 4 3 7 3 0, 6 3 2 4 0 7 0 8 

1 9 7 7 6 3 1,271,120 6 6, 5 5 0 

1 9 7 8 1 0 7 1918907 I 0 5, 2 2 5 

1 9 7 9 94 1, 6 7 8, 4 7 3 9 9, 2 2 8 

I 9 8 0 6 1 1, 3 6 7, 0 2 4 8 4, 8 7 3 

I 9 8 1 4 9 9 0 5,2 1 6 5 3 7 7 6 

1 9 8 2 5 1 8 8 1,4 2 6 5 2 8 7 3 

出所：日本郵船側「世界のコンテナ船隊および

就船状況」（ 1983年版）による。

表・ 12 主要航路コンテナ化の状況（ 198 2年）

東 尽 港績 浜 港名古屋港 大 阪 港
輸出 ・輸入 輸出 ・輸入 輸出 ・輸入 輸出 ・輸入

北米西岸
I 00.0 66.8 96.6 85.8 90.2 85.5 79.2 39.2 
I 0 0.0 9 9. 2 

北米東 岸 100.0 100.0 9 I. I 9 0.1 85.0 I 00.0 I 00.0 I 00.0 
北 欧 100.01 00.0 42.3 70.0 3 9. 7 7 5.8 99.3 99.6 

近東 ・地中海 99.1 88.2 32.4 39.0 40.6 37.5 7 9.9 8 6.3 
オーストラリ7・

100.0 75.2 6 9. 9 9 6.0 7 9.1 9 3.1 8 3.1 5 6.6 
ニュージランド
ナホトカ 69.2 77.0 94.4 54.9 

斡 国 100.0 53.0 4 5.4 8 8. 7 17.8 36.2 4 6.1 7 9. 9 

1"i 湾 I00.0 I 00.0 4 o. 7 8 9.2 62.5 87.7 2 3.3 4 3.3 
香 港 I00.0 I 00.0 I l.4 1 00.0 79.8 I 00.0 
νンガーポ－）レ・

I 00.0 96.2 
マレー ν7

17.9 97.0 4 8.4 9 3.1 

中 国 100.0 74.8 22.5 38.6 
インドネシ7 95.5 50.9 25.9 42.2 I 6.4 I l.3 
南米西岸 14.4 16.3 
金定期航路 9 8. 7 8 9. 7 5 2.4 6 6. 7 47.3 60.0 66.9 54.8 

（注） II lコンテナ化率（コンテナ貨物／定期航路貨物）
121東京港、神戸港の北米商岸上段（ p・N・W）、下段（ p・S・W)

（資料）各港の港湾統計年表ICより作成

（単位：箔）

神 p 港
輸出 ・輸入
99.9 100.0 
9 6.1 9 8.0 

97.3 99.9 

95.9 99.2 

39.9 73.5 

62.0 92.3 

91.7 93.4 

7 l.8 97.5 
35.6 97.7 

8 6.1 100.0 

41.7 100.0 

47.9 36.4 

30.0 56.6 

1 5.9 1 0.3 

66.3 86.0 
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テナ輸送は注目すべきである。また 乙れらの中進国の工業化の進展にとも

なって，相互の水平貿易は増大し コンテナ輸送は一段と増大する ζとであ

ろう。

注（1）日本郵船（株） p 8～9「世界のコンテナ船隊および就舶状況」（ 1983版）

4.国際協調における産業の発展と港湾一むすびにかえてー

比較優位にもとずく国際分業は，資源配分効果をもたらし，経済発展をは

かるべきはずである。しかし，乙のような自由貿易は，今や，失業の増大，

国際収支の不均衡等による経済的混乱をもたらし，国際政治，社会にまで問

題を投げかけている。乙のような乙とでは，国際化のなかの産業の発展はあ

りえなし、。ζの混乱を打開するために，国際間の産業調整が是非必要になっ

てくる。我が国は，現在自由貿易により利益を受ける強者であり，自由貿易

を保持する立場から，自由貿易の基本理念である資源の有効利用，経済的厚

生の向上をもたらすべき，国際間の産業調整を積極的にはかるべき乙とは，

我が国の重大な責務であり，国際間の産業調整があって，はじめて国際化の

なかの産業の発展が成立するのである。

乙のような国際環境のなかで 先進工業国との聞の貿易摩擦を防止するた

めには，貿易による商品輸出から直接投資による現地生産へと経済的移転が

行われ，失業発生要因を解消させるなどの産業構造の変革が要求される。ま

た，資源固に対しては，発展途上国の資掠ナショナリズムの強化と，原材料，

エネルギー価格の推移から現地生産方式の拡大によってアルミ，石油化学，

紙・パルプlと続き鉄鋼業の移転などの比較優位構造の変革による産業の移転

は，直接投資，技術協力，経済協力等の積極策lζよって，国際間の産業調整

が推進されるものでなければならない。乙のような産業調整は， 当然経営構

造そのものの移転をも内容とするものであり，特に歴史的，風土的な国際間

の障害をともなうものであるが，しかし乙れは，相互の理解のもとに，共通

の利益が与えられる乙とによって推進されるものでなくてはならない。また，

エレクトロニクス産業にみるような 技術進歩の早いもののように，移転の

困難なものもある。乙のように 自由貿易は，競争原理のみによる強者の理
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論の展開によるものではなく，相互の均衡的発展を前提とした理論の上に成

立するものでなくてはならず 相互の均衡ある貿易によって成立するもので

あるという乙とではなかろうか。また，相互の経済的価値の付加の進展は，

おのずと経済的厚生を向上するものであり，従来の垂直貿易から水平貿易へ

の転換をはかるものである。乙のような貿易構造の転換は，勿論港湾への対

応を求める ζとは当然である。 ζれは原料から製品への海上輸送の変革によ

る港湾への要求である。港湾は，物流大系の海陸の接点としての機能のみな

らず，鉄鋼，石油精製等のような臨海性産業は，港湾を直接生産機能構成分

子と している。乙のような国際環境のなかで，港湾のはたす役割りは，単lζ

物流の接点としての機能的認識のみではなく，社会的，経済的な総合大系へ

の認識としてとらえられるべきではなかろうか。自由貿易の発展は，国際間

の産業調整が益々重要性を増す乙とはいうまでもない。乙れは国際的な産業

内分業の推進を一段と強調するものである。例えば，鉄鋼が従来は製品輸出

していたのを，スラプ（平板）段階の半製品が，その後の相手の技術lζ任せ

るといった生産過程の水平分業の必要な時代を迎える ζとになるという ζと

である。乙のような水平分業の進展は，国際間の物流のあり方に経済効果を

より以上lζ求める ζとである。乙れによって港湾は，水平分業のもたらす単

なる流れの接点としてではなく 生産機能分子としての物流効果を要求され

るものであり，また港湾の機能的対応そのものも，整然とした物流機能をも

つものでなくてはならないととはいうまでもない。乙のためには，港湾は，

海陸空一貫複合輸送大系の充実にともなう整備をはからなければならない。

乙のような乙とから，コンテナ輸送大系の整備充実等港湾機能の整備は，高

機能化を要求される乙とになるであろう。
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